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旭川市いじめ防止基本方針の改定に係る懇話会 参加者名簿

※五十音順／敬称略

氏 名 よみがな 備 考

飯田 昭人 いいだ あきひと 北海道臨床心理士会

上田信津子 うえだ しずこ 公募

小野 敦司 おの あつし 旭川市小学校長会

上村 利彦 かみむら としひこ 旭川市医師会

工藤 亘 くどう わたる 旭川市中学校長会

小関 亜耶 こせき あや 旭川弁護士会

高瀨 淳也 たかせ じゅんや 北海道教育大学旭川校

髙橋 陽一 たかはし よういち 公募

長登 仁泰 ながのぼり きみひろ 旭川市ＰＴＡ連合会

福永 経 ふくなが けい 北海道警察旭川方面本部
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旭川市いじめ防止基本方針の改定に係る懇話会開催要綱

（趣旨）

第１条 旭川市いじめ防止基本方針（以下「市の基本方針」という。）の改定に当たり，

学校関係者，学識経験を有する者等の意見を聴くため，旭川市いじめ防止基本方針の改

定に係る懇話会（以下「懇話会」という。）を開催する。

（職務）

第２条 懇話会は，市の基本方針についての意見交換等を行う。

（参加者）

第３条 懇話会の参加者は，次に掲げる者のうちから，教育長が参加を依頼した者とする。

(1) 学校関係者

(2) いじめの防止等に関し学識経験を有する者

(3) 市内に居住し，又は通勤通学する１８歳以上の者であり，公募に応じた者

(4) その他教育長が必要と認めた者

２ 懇話会の参加者は，１０人以内とする。

３ 参加期間は，教育長が依頼した日から，令和６年３月３１日までとする。

（会議の進行）

第４条 会議の進行は，参加者の互選により定めた進行役が行う。

（庶務）

第５条 懇話会の庶務は，旭川市教育委員会学校教育部主幹付において行う。

（委任）

第６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，参加者からの意見を踏まえ，学校教

育部次長が定める。

附 則

この要綱は，令和５年５月１０日から施行する。
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旭川市いじめ防止基本方針の改定に係る懇話会の運営方法に関する取扱い（案）

１ 会議の公開

会議については，旭川市市民参加推進条例第１３条に基づき，公開とする。そのため，

旭川市情報公開条例第７条各号に掲げる事項及び第８条に規定する事項（同条各号に掲げ

る事項を除く。）のいずれかに該当するおそれがある内容については，その取扱いに留意

するものとする。

２ 会議開催の事前公表

会議開催前に，「会議開催のお知らせ」を市のホームページに掲載するなど，あらかじ

め公表する。

３ 会議録の作成

会議終了後，速やかに会議録を作成する。

会議録については，発言の要旨を記載した要点記録，個人名は無記名とし，内容につい

ては，参加者の確認を得た後に，市のホームページに掲載するなどの方法により公表する。

４ 参加者名簿

参加者名簿については，市のホームページに掲載するなどの方法により公表する。
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旭川市市民参加推進条例（抜粋）

目次

前文

第１章 総則（第１条－第５条）

第２章 市民参加の内容（第６条－第１３条）

第３章 市民投票（第１４条）

第４章 市民参加推進会議（第１５条－第２１条）

第５章 雑則（第２２条）

附則

２１世紀に入り，自治体がその本来の機能を発揮し得る地方分権の時代を迎え，これま

で以上に，市民と市が相互の信頼関係を醸成し，それぞれの果たすべき責任と役割を自覚

し，相互に補完し，協力し合いながらまちづくりを進めていくことが重要となってきてい

ます。

私たち旭川市民は，これまでもまちづくりに参加し，特色のあるまちを築いてきました。

今後更に市との情報の共有化を図るとともに，相互の補完，協力関係を進展させることに

よって協働の精神を培い，個性豊かで活力に満ちた地域社会を形成し，それぞれが誇りを

持って生活し，互いに喜びを分かち合えるような新しい旭川のまちを創造していかなけれ

ばなりません。

私たち旭川市民は，自ら主体的に発言し，提案し，行動することが，まちづくりを推進

するに当たっての強力な原動力になるものと自覚します。

ここに，市民と市との協働を基本に据えた市民参加の考え方を確認するとともに，将来

に向かって更に市民参加を充実させ，一層推進するため，この条例を制定します。

（中略）

第２章 市民参加の内容

（市民参加の対象）

第６条 市の機関は，次に掲げる施策を実施しようとする場合は，市民参加を求めなけれ

ばならない。

(1) 市の基本構想，基本計画その他施策の基本的な事項を定める計画等の策定又は変更

(2) 市政に関する基本方針を定め，又は市民に義務を課し，若しくは市民の権利を制限

することを内容とする条例の制定又は改廃

(3) 広く市民に適用され，市民生活に重大な影響を及ぼす制度の導入又は改廃

(4) 市民の公共の用に供される大規模な施設の設置に係る基本計画等の策定又は変更

２ 市の機関は，前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するものは，市民

参加を求めないものとする。

(1) 定型的又は経常的に行うもの

(2) 軽易なもの

(3) 緊急に行わなければならないもの

(4) 市の機関内部の事務処理に関するもの

(5) 法令の規定により実施の基準が定められており，当該基準に基づき行うもの

(6) 前各号に掲げるもののほか，これらに準ずるもの

３ 市の機関は，第１項の規定にかかわらず，市税の賦課徴収及び分担金，負担金，使用
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料，手数料等の徴収に関するもの（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第５条第３

項又は第７項の規定により新たな税目を起こす場合を除く。以下「市税等に関するもの」

という。）は，市民参加を求めないことができる。

４ 市の機関は，第１項各号に掲げる施策以外の施策（第２項各号のいずれかに該当する

ものを除く。）にあっても，市民参加を求めることができる。

５ 市の機関は，市民参加を求めなかった場合において，市民からその理由を求められた

ときは，これを当該市民に回答しなければならない。

（市民参加の時期）

第７条 市の機関は，市民参加を求めて施策を実施しようとする場合は，当該施策の決定

前（議会の議決を要するものにあっては，議会提案前）のできるだけ早い時期から市民

参加を求めるよう努めなければならない。

（市民参加の方法）

第８条 市の機関は，市民参加を求めて施策を実施しようとする場合は，当該施策にふさ

わしい方法により市民参加を求めなければならない。

２ 市の機関は，市民参加を求めて施策を実施しようとする場合は，広く市民の参加を得

るよう努めなければならない。

３ 市の機関は，高度な専門性を有する施策にあっては当該施策に関し深い知識を有する

市民の参加を，地域性を有する施策にあっては当該施策の対象となる市民の参加を得る

よう努めなければならない。

（情報の公表）

第９条 市の機関は，市民参加を求めて施策を実施しようとする場合は，当該施策に関す

る情報を積極的に公表しなければならない。ただし，旭川市情報公開条例（平成１７年

旭川市条例第７号）第７条各号に掲げる事項及び第８条に規定する事項（同条各号に掲

げる事項を除く。）を除くものとする。

（市民参加の結果の取扱い）

第１０条 市の機関は，市民参加を求めた場合は，市民からの意見又は提案を考慮しなけ

ればならない。

２ 市の機関は，前項の規定により考慮した結果を，速やかに，当該市民に回答しなけれ

ばならない。ただし，当該市民が特定できない場合その他市民参加の方法若しくは性質

により回答することが困難な場合，又は次項本文の規定による公表により当該市民への

回答に代えることが適当であると認められる場合は，この限りでない。

３ 市の機関は，第１項の規定により考慮した結果を公表しなければならない。ただし，

旭川市情報公開条例第７条各号に掲げる事項及び第８条に規定する事項（同条各号に掲

げる事項を除く。）を除くものとする。

４ 市の機関は，自発的な市民参加があった場合は，市民からの意見又は提案の内容がこ

の条例の趣旨に沿うと認められるものについては，第１項及び第２項の規定に準じた扱

いをするよう努めなければならない。

（意見提出手続）

第１１条 市の機関は，第６条第１項各号に掲げる施策については，意見提出手続を行う

ものとする。ただし，高度な専門性を有する施策若しくは地域性を有する施策等であっ

て，当該施策の内容に応じ他の市民参加の方法を用いることが適当であると認められる

場合，又は市税等に関するものであって，市民参加を求める場合は，意見提出手続を行

わないことができる。

２ 次の各号に掲げるものは，意見提出手続において，意見を提出することができる。

(1) 市内に住所を有する者
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(2) 市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

(3) 市内に存する事務所又は事業所に勤務する者

(4) 市内に存する学校に在学する者

(5) 前各号に掲げるもののほか，意見提出手続に係る事案に利害関係を有するもの

３ 前２項の意見提出手続の実施に関し必要な事項は，市の機関が別に定める。

（附属機関の委員）

第１２条 市の機関は，附属機関（地方自治法第１３８条の４第３項の規定に基づき設置

する審議会その他の附属機関をいう。以下同じ。）の委員を任命し，又は委嘱しようと

するときは，当該附属機関の委員の男女比率及び年齢構成並びに委員の在期数及び他の

附属機関の委員との兼職状況等に配慮するとともに，全部又は一部の委員を公募により

選考しなければならない。ただし，法令の規定により委員の構成が定められている場合，

又は専ら高度な専門性を有する事案を取り扱う附属機関であって，公募に適さない場合

その他正当な理由がある場合は，この限りでない。

２ 前項の公募の実施に関し必要な事項は，市の機関が別に定める。

（附属機関の会議の公開等）

第１３条 附属機関の会議は，これを公開するものとする。ただし，審議の内容が旭川市

情報公開条例第７条各号に掲げる事項及び第８条に規定する事項（同条各号に掲げる事

項を除く。）のいずれかに該当するおそれがあると附属機関が認める場合を除くものと

する。

２ 附属機関は，前項本文の規定により会議を公開した場合は，会議終了後，速やかに，

会議の記録を公表するものとする。ただし，旭川市情報公開条例第７条各号に掲げる事

項及び第８条に規定する事項（同条各号に掲げる事項を除く。）を除くものとする。

３ 会議の公開及び会議の記録の公表の実施に関し必要な事項は，市の機関が別に定める。

（中略）

附 則（平成１７年３月２４日条例第７号抄）

（施行期日）

１ この条例は，平成１７年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

附 則（平成１９年１２月１８日条例第４４号）

この条例の施行期日は，規則で定める。

（平成２０年４月規則第４０号で，同２０年５月１日から施行）

附 則（平成２０年１２月１２日条例第６４号抄）

（施行期日）

１ この条例は，平成２１年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

附 則（令和５年６月３０日条例第３１号）

この条例は，公布の日から施行する。
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附属機関の会議の公開等に関する事務取扱基準

（対象とする会議）

第１条 この基準の対象とする会議は，地方自治法第１３８条の４第３項の規定に基づき，

法律か条例（以下「法令等」という。）により設置される合議制の機関（以下「附属機

関」という。）の会議とする。また，要綱等により設置される懇談会等の会議について

も，附属機関に準じて運用するものとする。

（会議の公開の原則）

第２条 附属機関の会議は，原則として公開する。ただし，審議の内容が旭川市情報公開

条例第７条各号に掲げる事項か第８条に規定する事項（同条各号に掲げる事項を除く。）

のいずれかに該当するおそれがあると附属機関が認める場合を除くものとする。

（不服申立て等に係る会議の非公開）

第３条 第２条の規定にかかわらず，不服申立て，苦情，あっせん，調停に関する会議は，

非公開とする。ただし，次に掲げる口頭審理等（審議会等が不服申立人，苦情の申立人

又はあっせん若しくは調停の当事者から意見等を聴取する審理等をいう。以下この条に

おいて同じ。）については，これを公開することができる。

(1) 不服申立てや苦情に関する口頭審理等について当該申立人から公開の申立てがある
とき。

(2) あっせんや調停に関する口頭審理等について当該当事者の双方から公開の申立てが
あるとき。

（会議開催の事前公表）

第４条 附属機関が会議を開催するときは，会議の日時，場所等をあらかじめ公表しなけ

ればならない。

２ 前項に規定する附属機関の会議開催の事前公表は，原則として，当該会議を開催する

日の２週間前までに，附属機関の会議開催のお知らせ（以下「会議開催案内」という。）

（様式第１号）を市の総合庁舎前掲示板と市政情報コーナーに掲示するとともに，当該

会議開催案内に掲げる事項を旭川市ホームページに掲載することにより行うものとす

る。

３ 附属機関の庶務を処理する課等（以下「事務局」という。）は，会議開催案内に必要

事項を記入し，当該会議開催の事前公表を行う日の前日までに，女性活躍推進部女性活

躍推進課に提出するものとする。

（会議の傍聴）

第５条 附属機関の会議は，第２条か第３条のいずれの規定により非公開としたときを除

き，誰でも傍聴することができる。

２ 会議を傍聴する者（以下「傍聴者」という。）は，附属機関の会議の会務を総理する

者（以下「会長等」という。）の指示に従い，静穏に傍聴しなければならない。
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３ 傍聴者は，会長等の許可を受けずに撮影，録音その他これらに類する行為をしてはな

らない。

４ その他会議の傍聴に関し必要な事項は，附属機関がこれを定めるものとする。

（会議資料の提供）

第６条 附属機関の会議を公開するときは，傍聴者に会議資料を配布するものとする。

ただし，会議資料のうち，著しく大量の資料や，図面，地図，写真等の添付資料につい

ては，当該資料を会議が終了するまでの間，会議場に備え置き，閲覧に供することによ

り配付に代えることができる。

（会議の記録の作成）

第７条 附属機関は，その会議が終了した後，速やかに，当該会議の記録を作成しなけれ

ばならない。ただし，著しく大量であって，会議の性質によりテープ等に記録しておく

ことで足りる場合は，この限りでない。

２ 前項本文に規定する会議の記録には，次に掲げる事項を記載するものとする。

(1) 会議の名称と議題

(2) 会議の開催の日時と場所

(3) 出席者の氏名

(4) 会議の公開・非公開の別

(5) 非公開の理由（会議を非公開とした場合に限る。）

(6) 傍聴者の数（会議を公開した場合に限る。）

(7) 議事の内容

(8) その他附属機関が必要と認める事項

３ 第１項本文の規定により作成した会議の記録の内容については，当該会議の出席委員

かその他附属機関が指名した者の確認を得るものとする。

（会議の記録の公表等）

第８条 附属機関の会議を公開したときは，速やかに，当該会議の記録（会議の資料を含

む。以下同じ。）を公表するものとする。また，会議を公開しなかった場合においても，

次の各号のいずれかに該当するときは，会議の記録を公表するよう努めるものとする。

ただし，いずれの場合であっても，旭川市情報公開条例第７条各号に掲げる事項と第８

条に規定する事項（同条各号に掲げる事項を除く。）を除くものとする。

(1) 会議が終了したことや相当の期間が経過することにより，非公開の理由が消滅する
場合

(2) 会議を開催した結果，予定していた非公開事項が審議に含まれなかった場合
(3) その他公表することが適当であると附属機関が認めた場合

２ 前項本文に規定する公表は，担当部局と市政情報コーナーでの供覧，市のホームペー

ジへの掲載により行うものとする。

３ 第１項本文の規定により公表した会議の記録は，当該会議の記録に関する会議を開催

した日の属する年度の翌々年度の末日まで公表しなければならない。

（特別の定めがある場合の取扱い）
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第９条 附属機関の会議の公開と会議の記録の公表（以下「会議の公開等」という。）に

ついて法令等，規則,訓令に特別の定めがあるときは，その定めるところによるものと

する。

（庶務担当課の役割）

第１０条 各部局の庶務担当課は，旭川市事務分掌条例施行規則第１８条第２項第５号の

規定により，会議の公開等の適正な実施を確保し，推進するための事務を担うものとす

る。

（市民参加推進会議への報告）

第１１条 事務局は，附属機関の会議の公開等の実施結果を，随時，女性活躍推進部長に

報告するものとする。（様式第２号）

２ 女性活躍推進部長は，前項により報告された実施結果をとりまとめ，毎年１回以上，

旭川市市民参加推進会議に報告するものとする。

附 則

（適用期日）

１ この基準は，平成１５年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この基準の施行の際，既に会議の開催が決定している場合であって，第５条に定める

会議開催の事前公表に要する期間を確保できない場合等正当な理由があるものについて

は，この基準を適用しないことができる。

附 則（平成１７年８月１日決裁）

この基準は，平成１７年８月１日から施行する。

附 則（平成１７年９月３０日決裁）

この基準は，平成１７年１０月１日から施行する。

附 則（平成２０年４月３日決裁）

この基準は，平成２０年５月１日から施行する。

附 則（平成２５年３月２５日決裁）

この基準は，平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２９年３月３０日決裁）

この基準は，平成２９年４月１日から施行する。

附 則（令和５年６月３０日決裁）

この基準は，令和５年７月１日から施行する。
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旭川市情報公開条例（抜粋）

平成１７年３月２４日

条例第 ７ 号

改正 平成２０年１２月１２日条例第６４号

改正 平成２８年３月２５日条例第２４号

改正 令和５年３月２４日条例第６号

改正 令和５年３月２４日条例第２３号

旭川市情報公開条例（平成３年旭川市条例第２５号）の全部を改正する。

目次

前文

第１章 総則（第１条―第４条）

第２章 公文書の公開（第５条―第１８条）

第３章 審査請求等

第１節 諮問等（第１８条の２―第２１条）

第２節 情報公開・個人情報保護委員会（第２２条）

第４章 情報公開の総合的な推進（第２３条―第２６条）

第５章 雑則（第２７条―第２９条）

附則

地方分権が進展する新たな時代の中で，市政への市民参加の促進と公平，公正で透明な市政

の運営により，日本国憲法が保障する地方自治を確立していくことが求められている。

情報公開制度はこのような考えの下で，開かれた市政を推進していくためになくてはならな

い仕組みとして発展してきたものである。

旭川市は，市民の「知る権利」を尊重し，市民がその知ろうとする市の保有する情報の公開

を一層推進するため，この条例を制定する。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は，日本国憲法が保障する地方自治の本旨に即し，公文書の公開を請求す

る市民の権利を明らかにするとともに，情報公開の総合的な推進に関し必要な事項を定め，

もって市が市政に関し市民に説明する責務を全うするようにするとともに，市民の十分な

理解と的確な評価の下に市民参加を推進し，公平，公正で透明な市政の推進に資すること

を目的とする。

（定義）

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによ

る。

(１) 実施機関 市長，教育委員会，選挙管理委員会，公平委員会，監査委員，農業委員
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会，固定資産評価審査委員会，水道事業管理者，病院事業管理者，消防長及び議会並び

に本市が設立した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）

第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）をいう。

(２) 公文書 実施機関の職員（本市が設立した地方独立行政法人の役員を含む。以下こ

の号及び第２２条第９項において同じ。）が職務上作成し，又は取得した文書，図画，

写真，フィルム及び電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）であって，当該実施機

関の職員が組織的に用いるものとして，当該実施機関が保有しているものをいう。ただ

し，官報，白書，新聞，雑誌，書籍その他不特定多数の者に販売されるもの及び実施機

関以外のものが無償頒布することを目的として発行するものを除く。

(３) 公文書の公開 文書，図画又は写真については閲覧又は写しの交付により，フィル

ム又は電磁的記録についてはその種別，情報化の進展状況等を勘案して実施機関が別に

定める方法により公開することをいう。

（実施機関の責務）

第３条 実施機関は，公文書の公開を請求する市民の権利が十分に尊重されるようにこの条

例を解釈し，運用するとともに，個人に関する情報がみだりに公にされることのないよう

最大限の配慮をしなければならない。

２ 実施機関は，公文書の公開の請求（以下「公開請求」という。）に基づく公文書の公開

のほか，市政に関する情報を積極的に公開するよう努めなければならない。

（利用者の責務）

第４条 この条例の定めるところにより公開請求をしようとするものは，この条例の目的に

即し，適正な公開請求に努めるとともに，公文書の公開を受けたときは，これによって得

た情報を適正に使用しなければならない。

第２章 公文書の公開

（公開請求権）

第５条 何人も，この条例の定めるところにより，実施機関に対し，公開請求をすることが

できる。

（公開請求の手続）

第６条 公開請求をしようとするものは，実施機関に対し，次に掲げる事項を記載した請求

書を提出しなければならない。

(１) 氏名及び住所（法人その他の団体にあっては，名称，事務所又は事業所の所在地及

び代表者の氏名）

(２) 公文書の名称その他の公開請求に係る公文書を特定するために必要な事項
(３) 前２号に掲げるもののほか，実施機関が別に定める事項
２ 実施機関は，前項の請求書に形式上の不備があると認めるとき（公開請求に係る公文書

を実施機関が特定するために必要な事項が記載されていないときを含む。）は，公開請求

をしたもの（以下「公開請求者」という。）に対し，相当の期間を定めて，その補正を求
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めることができる。この場合において，実施機関は，公開請求者に対し，補正の参考とな

る情報を提供するよう努めなければならない。

（公文書の公開義務）

第７条 実施機関は，公開請求があったときは，公開請求に係る公文書に次の各号に掲げる

情報のいずれかが記録されている場合を除き，公開請求者に対し，当該公文書を公開しな

ければならない。

(１) 法令若しくは条例（以下「法令等」という。）の規定又は実施機関が法律上従う義務
を負う国の機関の指示等により，明らかに公開することができないと認められる情報

(２) 法人その他の団体（国，独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に

関する法律（平成 13年法律第 140号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。
以下同じ。），地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。）に

関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって，次に掲げるもの。た

だし，人の生命，健康，生活又は財産を保護するため，公開することが必要であると認

められる情報を除く。

ア 公開することにより，当該法人等又は当該個人の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあるもの

イ 実施機関の要請を受けて，公開しないとの条件で任意に提供された情報であって，

法人等又は個人における通例として公開しないこととされているものその他の当該

条件を付することが当該情報の性質，当時の状況等に照らして合理的であると認めら

れるもの

(３) 公開することにより，人の生命，身体又は財産の保護，犯罪の予防，鎮圧又は捜査

その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずるおそれがある情報

(４) 実施機関及び国等（国，独立行政法人等，他の地方公共団体及び地方独立行政法人

（本市が設立したものを除く。）をいう。以下同じ。）の内部又は相互間における審議，

検討又は協議に関する情報であって，公開することにより，率直な意見の交換若しくは

意思決定の中立性が不当に損なわれ，不当に市民の間に混乱を生じさせ，又は特定のも

のに不当に利益を与え，若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの

(５) 実施機関又は国等が行う事務又は事業に関する情報であって，次に掲げるもの
ア 公開することにより，国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との信頼

関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ

があるもの

イ 監査，検査，取締り，試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関する情報で

あって，公開することにより，正確な事実の把握を困難にし，又は違法若しくは不当

な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするおそれがあるもの

ウ 契約，交渉又は争訟に係る事務に関する情報であって，公開することにより，実施

機関又は国等の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれがある

もの
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エ 調査研究に係る事務に関する情報であって，公開することにより，その公正かつ能

率的な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあるもの

オ 人事管理に係る事務に関する情報であって，公開することにより，公正かつ円滑な

人事の確保に著しい支障を及ぼすおそれがあるもの

カ 独立行政法人等，地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に

関する情報であって，その企業経営上の正当な利益を害するおそれがあるもの

キ アからカまでに掲げるもののほか，事務又は事業の性質上，公開することにより，

当該事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあるもの

（個人情報の非公開）

第８条 実施機関は，公開請求があった場合において，当該公開請求に係る公文書に記録さ

れている情報が，個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）

であって，特定の個人が識別され，若しくは識別され得るもの，個人識別符号が含まれる

もの又は公開請求者以外の特定の個人を識別することはできないが，公開することにより，

なお公開請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるものであるときは，当該情報

を公開してはならない。ただし，次に掲げる情報を除く。

(１) 法令等の規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されてい

るもの

(２) 人の生命，健康，生活又は財産を保護するため，公にすることが必要であると認

められるもの

(３) 公務員等（行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11年法律第 42号）
第５条第１号ハに規定する公務員等をいう。）の職務の遂行に関するもののうち，当

該公務員等の職，氏名及び当該職務の遂行の内容に係る部分

（部分公開）

（後略）
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０
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２
月
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庁
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じ
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止
対
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に
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す
る
庁
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推
進
会
議

意
見
交
換
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基
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針
改
定
に
係
る
懇
話
会

市
議
会

〇
子
育
て
文
教
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委
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会

市
教
委

〇
教
育
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会
会
議

〇
い
じ
め
防
止
等
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絡
協
議
会

〇
い
じ
め
防
止
等
対
策
委
員
会

令
和
５
年

令
和
６
年

改
定
に
向
け
た
作
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

附
属
機
関

〇
市
立
中
学
校
の
女
子
生
徒
が
令
和
３
年
３
月
に
遺
体
で
発
見
さ
れ
た

事
案
に
つ
い
て
，
い
じ
め
の
重
大
事
態
の
調
査
の
結
果
，
当
該
生
徒
が

深
刻
で
重
大
な
い
じ
め
を
受
け
て
い
た
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。

〇
教
育
委
員
会
及
び
学
校
に
お
い
て
，
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法
に
基

づ
く
い
じ
め
の
認
知
や
い
じ
め
へ
の
組
織
的
な
対
応
が
十
分
に
行
わ
れ

な
か
っ
た
と
の
反
省
の
上
に
立
ち
，
再
発
防
止
の
徹
底
の
た
め
，
本
市

に
お
け
る
い
じ
め
の
防
止
等
の
対
策
を
抜
本
的
に
改
め
る
こ
と
と
し
た
。

○
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
部
の
新
設
や
，
い
じ
め
防
止
対
策
「
旭
川
モ

デ
ル
」
の
構
築
，
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
条
例
の
施
行
等
，
い
じ
め
問

題
の
再
発
防
止
に
向
け
た
本
市
の
い
じ
め
の
防
止
等
の
対
策
の
一
層
の

推
進
を
図
る
た
め
，
旭
川
市
い
じ
め
防
止
基
本
方
針
を
全
面
改
定
す
る
。

旭
川
市
い
じ
め
防
止
基
本
方
針
の
改
定
（
案
）

２
改
定
の
背
景
と
趣
旨

〇
本
市
に
お
け
る
い
じ
め
の
重
大
事
態
の
反
省
と
再
発
防
止
の
取
組

・
旭
川
市
い
じ
め
防
止
等
対
策
委
員
会
に
よ
る
重
大
事
態
調
査
結
果
報
告
書
に

お
け
る
再
発
防
止
策
の
提
言
（
令
和
4
年
9
月
）

・
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
部
の
新
設
（
令
和
5
年
4
月
）

・
い
じ
め
防
止
対
策
「
旭
川
モ
デ
ル
」
の
構
築
と
推
進
（
令
和
5
年
4
月
〜
）

・
旭
川
市
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
条
例
の
施
行
（
令
和
5
年
6
月
）

〇
国
や
北
海
道
に
お
け
る
関
係
方
針
等
の
改
正
の
反
映

・
生
徒
指
導
提
要
の
改
訂
（
令
和
4
年
1
2
月
）

・
北
海
道
い
じ
め
防
止
基
本
方
針
の
改
定
（
令
和
5
年
3
月
）

３
改
定
の
ポ
イ
ン
ト

〇
旭
川
市
い
じ
め
防
止
基
本
方
針
は
，

い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法
に
基
づ
き
，

国
及
び
北
海
道
の
基
本
方
針
の
内
容
を

踏
ま
え
る
と
と
も
に
，
こ
れ
ま
で
の
学

校
・
児
童
生
徒
の
取
組
の
成
果
等
を
反

映
し
，
本
市
に
お
け
る
い
じ
め
の
防
止

等
の
対
策
を
総
合
的
か
つ
効
果
的
に
推

進
す
る
た
め
，
平
成
３
１
年
２
月
に
策

定
（
令
和
４
年
３
月
に
一
部
改
定
）
し

た
。

１
旭
川
市
い
じ
め
防
止
基
本
方
針

４
改
定
に
向
け
た
体
制
・
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

改
定
案
の
作
成

パ
ブ
リ
ッ
ク

コ
メ
ン
ト

改
定
案
の

調
整
・

決
定

基
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「旭川市いじめ防止基本方針（改定案）」構成（案） 

 

 

 

 

 

 

第１章 基本方針改定の趣旨 【条例制定の背景や趣旨，条例前文及び第９条】 

・痛ましい出来事，重大事態の調査実施と結果，再調査の実施，専門部署の設置，
条例の制定，「旭川モデル」の推進，国や道の動き 

 

第２章 いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項 

１ 旭川市いじめ防止対策推進条例制定の意義【条例第１条】 

２ いじめの防止等の対策に関する基本理念【条例第３条】 

３ 関係主体の責務等【条例第４～８条】 

４ いじめの定義等 

⑴ 「いじめ」等の定義【条例第２条】 

○いじめの理解 

⑵ いじめの内容【国の基本方針】 

⑶ いじめの要因【国の基本方針】 

⑷ いじめの解消【国の基本方針】 

⑸ いじめの重大事態【法第２８条】 

５ いじめの防止等に関する施策の考え方【条例第１１～１２条】 

⑴ いじめ防止対策「旭川モデル」の推進体制 

ア いじめ防止対策推進部の設置 

イ 組織体制 

⑵ いじめ防止対策「旭川モデル」の施策 

〇 いじめの積極的な把握【条例第１１条】 

〇 迅速な情報共有と初動対応【条例第１１条，第１２条】 

〇 児童生徒への継続的な支援【条例第１２条】 

〇 いじめの解消と再発防止【条例第１２条】 

〇 地域や団体との連携【条例第１２条】 

 

第３章 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項 

１ いじめの防止等の対策のための組織の設置【旭川市いじめ防止等連絡協議会等条例】 
⑴ 旭川市いじめ防止等連絡協議会 

⑵ 旭川市いじめ防止等対策委員会 

⑶ 旭川市いじめ問題再調査委員会 

 ２ 市が実施するいじめの防止等の取組 

⑴ いじめの防止 

※ 太字は，目次に記載する項目 

※ 【 】は，関連する条例等の条項等 

 条項に直接的な表現がない場合は（）で記載 

※   は，新規の項目や取組 

※ ○と・は，項目ではなく盛り込む内容や要素 
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ア 学校の対応体制の整備，支援等【（条例第４条）】 

○学校いじめ防止基本方針策定の支援 

○いじめの防止を含む教育相談に応じる心理，福祉等に関する専門的な知識を有
する人材の活用の推進 

イ 児童生徒に対する教育・啓発等【（条例第４条）】 

○児童生徒の豊かな情操と道徳心を培い，心の通う人間関係を構築する能力を養
う道徳教育及び体験活動等の充実 

○児童生徒の発達の段階に応じた自分や相手一人一人の人権を尊重する態度を育
む学習の実施 

○望ましい人間関係を構築する能力やコミュニケーション能力の育成を図る取組
の充実 

○インターネットを通じて行われるいじめを防止し，効果的に対処することがで
きるよう，情報モラル教育や，情報活用の実践力等の育成に関する教育の推進 

○条例の内容及び条例の規定に基づくいじめの防止等の取組について，児童生徒
の理解を深める取組を実施 

○児童生徒が主体となった取組の支援 

ウ 教職員のいじめの防止等に係る資質能力の向上に向けた取組【条例第１９条】 

○教職員の職務や経験の程度に応じた，いじめの防止等のための対策に関する研
修の計画的な実施 

○「性的マイノリティ」や「多様な背景をもつ児童生徒」等，学校として特に配
慮が必要な児童生徒への適切な支援，保護者との連携，周囲の児童生徒に対す
る必要な指導等 

エ 市民等への広報啓発【条例第２０条】 

○児童生徒，保護者をはじめ市民に対するいじめの防止等の重要性や相談窓口等
の広報・啓発活動の実施 

オ いじめの防止等のための調査研究の推進等【（条例第４条）】 

○学校の認知の状況や，未然防止及び解決に向けた取組状況についての調査研究
及び検証に基づく適切な指導，助言の実施 

⑵ いじめの早期発見【条例第１１条】 

ア いじめ・不登校相談窓口の開設や周知 

○児童生徒，保護者，教職員等がいじめに関する相談及び通報を行うことができ
る体制整備 

 ・ＳＯＳ電話・手紙，チャット相談 

イ 多様な手段を活用したいじめの早期発見 

○いじめを早期に発見するための学校の児童生徒に対する定期的な調査の実施 

 ・いじめ事案やいじめの疑いのある全ての事案の報告 

 ・いじめアンケート，ストレスチェック，個人面談，ネットパトロール 

⑶ いじめへの迅速かつ適切な対処【条例第１２条】 

○市長部局と教育委員会における情報の共有と一元化を図り，迅速な初動対応を一
体的に行うことを通したいじめ問題の早期解決と重大化の防止の取組の推進 
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・旭川市いじめ対策会議（適切な認知及び対処方針） 

・緊急支援チームの派遣（初動対応） 

・児童生徒の心のケア 

・学校ヒアリング 

⑷ いじめの解消【条例第１２条】 

・学校いじめ対策組織会議への参加 

⑸ 地域や団体との連携【条例第１２条】 

○学校と地域や団体との連携の強化やその他必要な体制の整備 

・いじめ防止出前講座の実施 

・いじめ防止月間の設定 

・いじめ防止サポーター制度の創設 

⑹ 関係機関等との連携【条例第１２条】 

○学校，関係機関及び民間の相談機関の連携強化及び必要な体制の整備 

・アウトリーチ型のいじめ対策 

⑺ 市立学校以外の学校への協力要請【条例第１８条】 

○市立学校以外の学校等に対する市のいじめの防止等のための対策についての協力
の要請 

○市立学校以外の学校等からの要請に基づく必要な支援 

⑻ 市長による勧告【条例第１３条】 

・運用要綱に基づく手続きの概略 

３ 学校が実施するいじめの防止等の取組 

⑴ 学校いじめ防止基本方針の策定及び見直し【条例第１０条】 

ア 策定の意義 

○学校いじめ防止基本方針に基づく組織的で一貫した対応の徹底 

〇児童生徒が学校生活を送る上での安心感やいじめの加害行為の抑止への波及 

イ 策定の留意事項 

○学校いじめ防止基本方針に盛り込むべき内容 

ウ 学校いじめ防止基本方針の見直し 

○教育委員会が作成する策定の指針等の改定や，自校のいじめの防止等の取組状
況を踏まえた毎年度の点検・見直し 

エ 学校いじめ防止基本方針の公表 

○策定又は変更した際の速やかな公表 

⑵ いじめの防止等の対策のための組織の設置【条例第５条】 

ア 設置の意義 

○特定の教職員で問題を抱え込むことなく学校が組織的に対応 

イ 設置の留意事項 

○学校いじめ対策組織の構成，体制の整備，役割 

⑶ いじめの防止【（条例第５条）】 

ア いじめについての共通理解 

イ いじめに向かわない態度・能力の育成 
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ウ いじめが生まれる背景と指導上の注意 

エ 自己有用感や自己肯定感を育む指導の充実 

オ 児童生徒が主体となった取組の推進 

⑷ いじめ早期発見【（条例第５条）】 

○日常の観察や定期的な調査による早期発見に向けた取組と相談しやすい雰囲気づ
くり 

○保健室，スクールカウンセラー等の利用や相談窓口の周知など相談しやすい体制
の整備 

⑸ いじめへの迅速かつ適切な対処【（条例第５条）】 

ア いじめの発見・通報を受けたときの対応 

イ いじめを受けた児童生徒及びその保護者への支援 

ウ いじめを行った児童生徒への指導及びその保護者への助言 

エ いじめが起きた集団への働きかけ 

オ 性に関わる事案への対応 

カ 関係児童生徒が複数の学校に在籍する事案への対応 

⑹ いじめの解消【（条例第５条）】 

ア 解消に至るまでの被害児童生徒への支援 

イ 解消後の関係児童生徒の見守り 

⑺ 家庭や地域，団体との連携【条例第１０条（第５条）】 

○学校いじめ防止基本方針の見直しや学校いじめ防止プログラム作成への参画 

○学校の取組の周知や啓発 

⑻ 関係機関等との連携【（条例第５条）】 

○警察との連携等の徹底 

○学校いじめ対策組織に外部の専門家を加えた対応 

○民間の相談機関との連携 

４ 重大事態への対処【条例第１４～１６条】 

⑴ 重大事態の発生と緊急対応 

○法及びガイドラインに基づく適切な対応 

○重大事態発生時の迅速な報告 

○いじめを受けた児童生徒や保護者に寄り添う専属の担当者の配置 

○いじめを行った児童生徒の内省を図るなど再発防止に向けた計画的な指導 

⑵ 教育委員会又は学校による調査 

○調査主体の判断 

○調査の目的 

⑶ 調査結果の提供及び報告 

⑷ 市長による再調査及び措置 

 

第４章 その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項 

１ 旭川市いじめ防止基本方針の公表及び見直しの検討【条例第９条】 
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「旭川市いじめ防止基本方針（改定案）」構成（案）一覧

大項目 中項目 小項目
○痛ましい出来事
○重大事態の調査実施と結果
○再調査の実施
○専門部署の設置
○条例の制定
○「旭川モデル」の推進
○国や道の動き

１ 旭川市いじめ防止対策推進条例制
定の意義

第1条

２ いじめの防止等の対策に関する基
本理念

第3条

３ 関係主体の責務等 第4〜8条
⑴ 「いじめ」等の定義 ○いじめの理解 第2条
⑵ いじめの内容
⑶ いじめの要因
⑷ いじめの解消
⑸ いじめの重大事態 ※法第28条
⑴ いじめ防止対策「旭川モデル」の推進体制 ○いじめ防止対策推進部の設置

○組織体制
⑵ いじめ防止対策「旭川モデル」の施策 ○いじめの積極的な把握

○迅速な情報共有と初動対応
○児童生徒への継続的な支援
○いじめの解消と再発防止
○地域や団体との連携

⑴ 旭川市いじめ防止等連絡協議会
⑵ 旭川市いじめ防止等対策委員会
⑶ 旭川市いじめ問題再調査委員会
⑴ いじめの防止 ○学校の対応体制の整備，支援等

○児童生徒に対する教育・啓発等
○教職員のいじめの防止等に係る資質能力の向上に向けた取組 第19条
○市⺠等への広報啓発 第20条
○いじめの防止等のための調査研究の推進等 （第4条）

⑵ いじめの早期発見 ○専門相談窓口
○ＳＯＳ電話・手紙，チャット相談
いじめ事案やいじめの疑いのある全ての事案の報告
○いじめアンケート，ストレスチェック，ネットパトロール

⑶ いじめへの迅速かつ適切な対処 ○旭川市いじめ対策会議（適切な認知，対処方針）
○緊急支援チームの派遣（初動対応）
○児童生徒の心のケア
○学校ヒアリング

⑷ いじめの解消 ○学校いじめ対策組織会議への参加
⑸ 地域や団体との連携 ○いじめ防止出前講座の実施

○いじめ防止月間の制定
○いじめ防止サポーター制度の創設

⑹ 関係機関等との連携 ○アウトリーチ型のいじめ対策
⑺ 市立学校以外の学校への協力要請 第18条
⑻ 市⻑による勧告 ○運用要綱に基づく手続きの概略 第13条
⑴ 学校いじめ防止基本方針の策定及び見直し ○策定の意義

○策定の留意事項
○学校いじめ防止基本方針の見直し
○学校いじめ防止基本方針の公表

⑵ いじめの防止等の対策のための組織の設置 ○設置の意義
○設置の留意事項

⑶ いじめの防止 ○いじめについての共通理解
○いじめに向かわない態度・能力の育成
○いじめが生まれる背景と指導上の注意
○自己有用感や自己肯定感を育む指導の充実
○児童生徒が主体となった取組の推進

⑷ いじめの早期発見 ○日常の観察や定期的な調査，相談しやすい雰囲気づくり
○相談しやすい体制の整備

⑸ いじめへの迅速かつ適切な対処 ○いじめの発見・通報を受けたときの対応
○いじめを受けた児童生徒及びその保護者への支援
○いじめを行った児童生徒への指導及びその保護者への助言
○いじめが起きた集団への働きかけ
○性に関わる事案への対応
○関係児童生徒が複数の学校に在籍する事案への対応

⑹ いじめの解消 ○解消に至るまでの被害児童生徒への支援
○解消後の関係児童生徒の見守り

⑺ 家庭や地域，団体との連携 ○学校いじめ防止基本方針の見直しや学校いじめ防止プログラム作成への参画
○学校の取組の周知や啓発

⑻ 関係機関等との連携 ○警察との連携等の徹底
○学校いじめ対策組織に外部の専門家を加えた対応
○⺠間の相談機関との連携

⑴ 重大事態の発生と緊急対応 ○法及びガイドラインに基づく適切な対応
○重大事態発生時の迅速な報告
○いじめを受けた児童生徒や保護者に寄り添う専属の担当者の配置
○再発防止に向けた計画的な指導

⑵ 教育委員会又は学校による調査 ○調査主体の判断
○調査の目的

⑶ 調査結果の提供及び報告
⑷ 市⻑による再調査及び措置

第9条

条例等との関連

条例制定の背景
や趣旨，条例全
文及び第9条

第11〜12条

第11条

第12条

※連絡協議会等
条例

（第4条）

※国の基本方針

第5条

（第5条）

第10条（第5条）

（第5条）

第14〜16条

第10条

第４章 その他いじめ防止等のた
めの対策に関する重要事項

１ 旭川市いじめ防止基本方針の公表
及び見直しの検討

第１章 基本方針改定の趣旨

第２章 いじめの防止等のための
対策の基本的な方向に関する事項

５ いじめの防止等に関する施策の考
え方

第３章 いじめの防止等のための
対策の内容に関する事項

２ 市が実施するいじめの防止等の取
組

３ 学校が実施するいじめの防止等の
取組

目    次 盛り込む事項
※目次には記載しない

４ いじめの定義等

１ いじめの防止等の対策のための組
織の設置

４ 重大事態への対処
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